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Ⅰ　は じ め に

東西冷戦が終結した 1990 年代以降，世界規模
での貿易自由化が進展し，中国や東欧諸国などが
国際的な工程間分業，またはグローバル・バ
リュー・チェーン（GVC：世界的な価値連鎖）に
組み込まれ，特に工業品生産におけるグローバル

化が急速に拡大・深化した。一方，1990 年代以降，
企業レベルや労働者個人レベルの様々な経済デー
タの分析が進んだ。中でも，生産性や労働需要へ
の影響は労働者の賃金のみならず，国民所得やさ
らには一国の経済成長とも密接な関係があり，非
常に重要な論点として活発に研究されてきた。

例えば，雇用総量や雇用構成，賃金格差などへ
の影響については国内外で膨大な数の研究成果が
提出されてきた。下に述べるように，グローバル
化が雇用総量や雇用構成，賃金格差にある一定の
影響を与えたことは多くの研究で確認されている
ものの，マクロ経済全体への直接的な影響は限定
的であったとの指摘もある（Helpman 2016）。た
だし，情報技術のように，ある特定のスキルを持
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─産業構造変化を通じたマクロ生産性への影響
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本稿では，輸出入や海外生産，海外アウトソーシングなど，グローバルな経済活動・取引
の増加が，国内の労働市場そしてマクロ経済全体にどのような影響を与えたかを論じる。
まず，グローバル化が特に低スキルや中スキルの定型的業務に従事する労働者に対し，雇
用や賃金面で負の影響を与えたことは多くの研究で確認されている。しかし，一国経済全
体の雇用や賃金の変化の大きさと比べて，グローバル化の直接的な影響は限定的であった
という見方が学会の通説となっている。一方，日本を含む多くの先進国で，生産性上昇率
の比較的高い製造業から，低上昇率のサービス業へと労働がシフトした。技術進歩とグ
ローバル化の影響で労働生産性が大きく上昇した電気・電子・光学機器などの産業で，生
産性上昇ほどに需要が伸びず，結果的にこれらの産業の雇用や名目付加価値シェアが低下
した。生産性上昇率が高い産業が，一国経済全体に占めるシェアを落としていることは，
マクロの生産性上昇率を押し下げることにつながっている。マクロの生産性向上のために
は，需要や労働投入量が拡大している，情報サービス，専門サービス，保健・社会福祉な
どの産業の生産性を向上させていくことが重要となる。グローバル化が各労働者の雇用や
賃金に直接的に与える影響は限定的だとの見方が強い中，グローバル化を否定的に考える
のではなく，グローバルな市場を見据えて有形・無形の資産に積極的に投資していくこと
が必要であろう。
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つ労働者とは補完的だが別のスキルを持つ労働者
とは代替的なスキル偏向的技術進歩も同時並行的
に起きた。そのため，グローバル化による影響と
技術進歩による影響とを切り分けることは難しい
という分析上の問題によって，グローバル化のマ
クロ的インパクトが過少評価されている可能性も
ある。

グローバル化の直接的な影響は限定的であった
としても，実際に世界の多くの国々で，一国経済
における各産業の構成比や各産業の労働生産性は
変化している。日本においては，1990 年代以降，
経済成長率や生産性成長率，そして実質賃金の低
迷が続いていることは周知のとおりだが，それと
軌を一にして，製造業雇用が大幅に減少してい
る。図 1 のように，日本の実質 GDP に占める製
造業の割合はほぼ横ばいであるのに対し，全体の
労働者数に占める製造業労働者の割合は趨勢的に
低下している。ただし，労働者実数でみると，減
少し始めたのは，グローバル化が急速に進展した
1990 年代以降である。米国や他の先進国におい
ても同様に製造業労働者シェアや実数の急減が見
られる 1）。

本稿では，こうした産業構造の変化，製造業労
働者数の大幅な減少に対し，グローバル化がどの
ような影響を及ぼしたのか，また，こうした構造
変化と日本の産業や一国全体の生産性との間にど
のような関係があるのかに焦点を当てる。まずⅡ
では，輸入競争の激化や海外生産の拡大などが国
内の雇用総量，雇用の構成，労働者間の賃金格差
にどのような影響を与えたかについて，主要な先
行研究結果を紹介しつつ整理する。続くⅢでは，
グローバル化と産業構造変化との関係を検討し，
Ⅳでグローバル化が産業構造変化を通じてマク
ロ・レベルの経済成果にどのように結びついてい
るかを論じる。Ⅴでまとめと結論を述べる。

Ⅱ　グローバル化と労働市場 
─先行研究における議論

まず，「グローバル化」といっても，輸出入や
海外生産，海外の他社へのアウトソーシングなど
さまざまな形をとるが，伝統的なヘクシャー＝オ
リーンの貿易モデルに基づけば，貿易自由化は，
一国内において相対的に豊富な生産要素を集約的

0

5

10

15

20

25

30

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

製造業労働者数
製造業労働者数シェア（第 2 軸）
製造業付加価値シェア（実質，第 2 軸）

（%）（万人）

197
3
197

5
197

7
197

9
198

1
198

3
198

5
198

7
198

9
199

1
199

3
199

5
199

7
199

9
200

1
200

3
200

5
200

7
200

9
201

1

出所：JIP データベース 2015

図 1　製造業の労働者数と付加価値
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に投入する財の生産への特化を促す。先進国は資
本が労働に比べて相対的に豊富であるとすれば，
グローバル化によって先進国はより資本集約的な
財の生産に特化することになる。労働集約的な財
は賃金の安い途上国で生産されたものを輸入した
り，または先進国企業が多国籍企業となり，途上
国に生産拠点を移転して現地生産したりすること
になる。そのため，グローバル化は特に先進国に
おける労働需要に負の影響を及ぼすと考えられて
きた。

実際，労働需要に対する負の影響が確認される
のだろうか。以下，雇用総量，雇用の構成，そし
て労働者間の賃金格差への影響などを中心に，こ
れまでの主な先行研究から得られた知見を整理し
よう。

1　雇用総量に対する影響

輸入の増加が国内雇用に負の影響を与えたかど
うかは，国内外で数多くの分析がなされてきた
テーマの一つである。冨浦（2009，2012）などが
整理しているように，輸入が拡大した産業で国内
雇用が減少したという結果が多く提出されてい
る。ただし，輸入の影響は，輸入浸透度の高い一
部の業種や地域に集中しており，マクロ的なイン
パクトはあまり大きくないという見方もされてい
る。

日本について，輸入価格の低下を輸入競争の代
理 変 数 と し て 詳 細 な 産 業 レ ベ ル で 分 析 し た
Tomiura （2003） によれば，1990 年代前半におい
て，輸入価格の低下，つまり輸入競争の激化は，
国内雇用にマイナスの影響を与えている。また，
貿易される財の生産に投入された労働量を産業連
関表から計算するファクター・コンテントの考え
方を用いて，輸出入の変化が労働投入に与えた影
響を計測した櫻井（2014）によると，1995 年から
2005 年までの 10 年間で，輸入の増加は国内製造
業雇用を 38 万人減少させる効果があったと推計
している。しかし，グローバル化は輸入の増加の
みならず，輸出の増加ももたらすため，輸出増加
による雇用増加分と足し合わせれば，同期間の輸
出入の変化は雇用を減少させたとはいえず，むし
ろ雇用を 16 万人増加させたという。ただし，こ

の 16 万人という数字は 2005 年の製造業雇用者数
の 1.8％にしかすぎず，ファクター・コンテント
で測った労働投入量の変化は限定的といえる。

一方，産業レベルのデータではなく，企業レベ
ルのデータを用いて，企業活動のグローバル化が
国内雇用に与えた影響を分析した研究も数多く存
在する。工業製品の輸出入の増加は，製造業の多
国籍企業による海外生産の拡大や，海外の他社へ
のオフショアリングの増加による部分が大き
く 2），オフショアリングと国内雇用との関係を分
析した研究が多い 3）。これらの研究によると，多
国籍企業の海外事業活動の拡大にともなって国内
雇用が減少したという研究結果は少なく，むしろ
海外直接投資と国内雇用は補完的な関係にあると
いう研究結果もいくつか提出されている（Barba 
Navaretti, Castellani, and Disaier 2010; Hijzen, Jeans 
and Mayer 2011; Desai, Foley, and Hines 2009 など）4）。
日本の製造業の多国籍企業についても，Yamashita 
and Fukao （2010） が親会社と海外現地法人との
データを接続して分析を行い，海外従業者数と国
内従業者数には統計的に有意な負の関係が見られ
ないと結論づけている。米国の多国籍企業データ
を 分 析 し た Harrison and McMillan （2011） は，
海外アウトソーシングの増加は国内の製造業雇用
を減少させたという結果を得ているが，その効果
はかなり限定的であったとしている 5）。このよう
に，オフショアリングしている企業が国内にとど
まる企業よりも雇用を削減しているという強い実
証分析結果は少なく，グローバル化が企業レベル
の雇用に与えた影響も限定的であるといえるだろ
う。

しかし，日本企業の海外生産の拡大は，多国籍
化している企業の国内雇用に負の影響を与えない
としても，その取引先である国内企業への発注を
減らすなどして負の影響を与えているかもしれな
い。このような問題意識から，Ito and Tanaka 

（2014） は，日本企業の海外生産の拡大と，その
国内サプライヤーの雇用との関係を分析している
が，海外進出企業と直接取引のある国内企業は，
取引のない国内企業と比べて雇用の削減率は小さ
い，という結果を得ている。こうした結果からも，
グローバル化の進展と国内雇用との間に単純に負
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の関係があるとはいえない。

2　雇用構成に与えた影響

貿易や海外生産の増加が，国内の雇用総量に与
えた影響は限定的だとする研究結果が多いと述べ
たが，グローバル化は雇用総量のみならず雇用者
の構成にも影響を与えると考えられる。

さまざまな財の生産には，スキルタイプ別にさ
まざまなタイプの労働が投入される。先進国にお
いては，途上国よりも労働者の平均賃金は高いか
もしれないが，単純労働者と熟練労働者を区別し
て考えた場合，先進国では熟練労働者が相対的に
豊富で安く，途上国では単純労働者が相対的に豊
富で安いと考えられる。その場合，貿易障壁の低
下は，先進国においては単純労働集約的な財の生
産の縮小と，熟練労働集約的な財の生産へのシフ
トが起こると予想される。特に 1990 年代以降の
世界的な貿易障壁の低下と技術進歩による情報や
輸送のコスト低下は，一つの財の生産工程を細か
く分割し，各スキルタイプ別の労働や資本の集約
度の違いによって工程を国際的に配置するとい
う，フラグメンテーション（工程間国際分業）を
促した。単純労働者の賃金が高く，熟練労働者や
資本が豊富な先進国は，熟練労働集約的・資本集
約的な財を生産する産業へシフトしただけではな
い。同一産業内または同一企業内の単純労働集約
的な工程を途上国に移転したりアウトソーシング
したりして，産業内・企業内でも熟練労働集約
的・資本集約的な工程へのシフトが進んだ。

実際，産業レベルのデータで分析したいくつか
の先行研究において，海外からの中間財の輸入と
熟練労働集約度とが正の関係を持っていることが
示されている 6）。例えば，米国については Feenstra 
and Hanson （1996）などが熟練労働シフトを確認
しており，彼らと同様な枠組みで日本について分
析した Ito and Fukao （2005） も，中間財の輸入，
特にアジアからの比較的技術レベルの低い中間財
輸入が国内製造業の熟練労働シェアを押し上げた
ことを示している 7）。また，櫻井（2014）や Ito 
and Fukao （2005） などによる貿易のファクター・
コンテントの分析からも，輸出入の変化が熟練労
働へのシフトをもたらしたことが確認されてい

る。
企業レベルのデータを利用した多くの分析で

も，海外生産の拡大が国内の熟練労働シフトを促
進したと結論づけられている。Head and Ries 

（2002） や Hayakawa et al. （2013） などが，日本企
業による途上国での生産や直接投資の増加が国内
の熟練労働需要に正の影響を及ぼしたことを示し
ている 8）。

3　雇用構成の変化と労働者間の賃金格差

このように，グローバル化は，熟練労働シフト
を促したことが多くの研究結果から明らかになっ
ているが，熟練労働シフトは労働者間の賃金にも
影響を与える可能性がある。先進国では熟練労働
者を集約的に投入する生産への特化が進むため，
熟練労働需要が高まり，非熟練労働者の需要が減
少して熟練労働者の賃金が相対的に上昇すると考
えられる。一方，途上国では非熟練労働を集約的
に投入する生産に特化していくため，非熟練労働
者の需要が高まり，非熟練労働者の賃金が相対的
に上昇すると考えられる。つまり，先進国では熟
練労働者と非熟練労働者の賃金格差が拡大する
が，途上国では両者の賃金格差が縮小すると予測
される。

これは，ストルパー＝サミュエルソン定理
（Stolper and Samuelson 1941）と呼ばれるが，現
実にはこの定理と矛盾する現象が観察されてい
る。先進国のみならず，途上国でも所得の格差が
拡大していることや 9），産業間での労働需要シフ
トよりも，同一産業内や同一企業内での需要シフ
トの方が大きいとの結果が提出されているのであ
る（Bernard and Jensen 1997 など）。

産業間の労働移動を前提としたストルパー＝サ
ミュエルソン効果は賃金格差拡大の主要な要因で
あるとは考えにくく，さまざまな理論的・実証的
研究がなされてきた。一つは，産業間貿易よりも，
スキル偏向的技術進歩が産業内における熟練労働
シフトを促したという議論である。そしてもう一
つは，同一産業内においても要素集約度の異なる
さまざまな生産工程があり，熟練労働集約度の低
い生産工程は低賃金国へオフショアリングし，熟
練労働集約度の高い工程は先進国で行うという工
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程間国際分業が熟練労働シフトを促したという主
張である。

Feenstra and Hanson （1999） は 1980 年代にお
ける米国の賃金格差の拡大について，オフショア
リングの影響を確認している。ただし，影響の大
きさは，スキル偏向的技術進歩の方が大きかった
との結果であった。その後，さまざまな理論的・
実証的進展を経て，グローバル化は，安い中間財
輸入や工程間国際分業の拡大のみならず，生産性
の高い企業による輸出市場への参入も容易にする
ことにより，企業間の生産性格差の拡大とさらに
は労働者間の賃金格差の拡大につながることが示
されてきた。Helpman （2016） などにも整理され
ているように，グローバル化は世界の多くの国で
賃金格差の拡大に寄与したといえる。

問題は，グローバル化の影響の大きさである
が，実はそのマクロ的インパクトは限定的であっ
たとの評価が近年の学会での定説となっている。
例えば，Burnstein and Vogel （2017） は 2005 〜
2007 年の世界 60 カ国を含むデータで貿易モデル
を推定し，グローバル化が賃金格差に与えた影響
を数量的に評価することを試みている。非貿易部
門とされるサービス産業も含み，かつ各産業内の
企業は異質で，高生産性企業は比較的高スキル労
働者を，低生産性企業は比較的低スキル労働者を
雇用するという前提でモデルを構築している。そ
して，貿易がない場合と貿易が行われた場合と
で，スキル別の労働者間賃金格差がどれだけ変化
したかを推計している。その大きさは，各国の貿
易開放度の違いなどによって異なるが，すべての
国の平均で 5.1% であった。つまり，貿易によっ
て賃金格差は 5.1% 拡大したという。ただし，米
国や日本については，貿易によってもたらされた
賃金格差の拡大は 2% 程度であった。これらの結
果から，グローバル化は労働者間賃金格差を拡大
させたが，その影響は限定的であったという見方
が強くなっている。

日本については，佐々木・桜（2004）や櫻井
（2014）などが，大卒労働者や非生産労働者など
熟練労働者とその他の非熟練労働者との賃金格差
が緩やかながらも拡大しており，貿易が賃金格差
拡大に一定の影響を及ぼしたことを示してい

る 10）。両者の分析方法は異なるものの，両者と
もにその影響の大きさはスキル偏向的技術進歩の
影響とほぼ同程度または若干大きかったとの結果
であった。ただし，日本でも 2000 年代以降，大
卒労働者と高卒労働者との賃金格差は若干拡大し
ているものの，その拡大幅は，極めて小さいこと
が指摘されている（Kawaguchi and Mori 2016 な
ど）11）。

一方，欧米の労働経済学者たちを中心に，労働
需要の変化は単純に非熟練労働（低スキル・低賃
金労働）から熟練労働（高スキル・高賃金労働）へ
シフトしたのではなく，中レベルのスキルの労働
需要が減り，最も低スキルの労働と高スキルの労
働の需要は増えたという指摘が出てきた。つま
り，中間層の比率が減少し，「労働の二極化」現
象が見られるというのである。この二極化の要因
として，情報技術などスキル偏向的技術進歩が挙
げられているが，オフショアリングも二極化を促
した可能性があると議論され始めた（Acemoglu 
and Autor 2011; Autor and Dorn 2013; Goos, 
Manning, and Salomons 2014 など）。

生産活動には，さまざまなタイプのタスク（業
務）があるが，外国の労働者の賃金がいくら安い
からといって，簡単に海外に移すことができない
タスクもある（Grossman and Rossi-Hansberg 2008）。
例えば，決まった手順で繰り返し行われる定型業
務（ルーティンな業務）は，作業工程をマニュア
ル化し，海外の労働者に伝えて容易に覚えさせる
ことができるだろう。しかし，意思決定が必要な
業務や，対面コミュニケーションやチームで課題
を解決することが必要な業務，または創造力やア
イディアを必要とする業務など，非定型な業務は
海外に移すことが難しい。つまり，マニュアル化
しやすいような業務は機械化もしやすいが海外へ
も移転しやすい一方で，非定型の抽象的業務や低
スキルでも非定型な手仕事業務などは海外移転が
難しいといえる。

業務の海外移転可能性を考慮すると，オフショ
アリングの拡大は，国内で非定型業務を行う高ス
キル労働者と低スキル労働者の需要を拡大し，中
レベルのスキルで定型業務を行う労働者の需要を
減らすことが予想される。Oldenski （2012） は，
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産業別・職種別のデータを用いて，米国企業のオ
フショアリング拡大が，非定型業務の労働需要を
増やす方向に働き，さらに非定型業務と定型業務
の労働者間の賃金格差を拡大させたとの結果を得
ている 12）。 Becker, Ekholm, and Muenaler （2013） 
もドイツの多国籍企業において，国内労働需要が
非定型や相互（インタラクティブ）業務といった
高度な業務へシフトしていることを示している。

デンマークの労働者とその属する企業のデー
タ， さ ら に 貿 易 デ ー タ を 接 続 し て 分 析 し た
Hummels et al. （2014） によれば，オフショアリ
ングは熟練／非熟練（大卒か否かによって計測）労
働者の賃金格差を拡大させる効果があったもの
の，輸出は両タイプの労働者の賃金を上げる効果
があった。そして，ネットの効果は，同じ教育水
準の労働者であってもどのような業務に従事して
いるかや属する企業の国際化の度合いなどによっ
て異なっており，グローバル化が賃金格差に与え
た影響は複雑であることを示している 13）。

このように，グローバル化は，雇用総量や構成，
賃金格差にある程度の影響があったことは多くの
研究で確認されているものの，その影響の大きさ
は限定的であったと評価される。

Ⅲ　産業構造の変化

では，グローバル化が労働市場に与えた影響は
限定的であったと結論づけてしまってよいのだろ
うか。上で紹介した多くの研究は，グローバル化
が産業内または企業内での雇用や賃金に与えた影
響を分析しており，グローバル化が進んでいる製
造業内部における変化を検証したにとどまってい
る。先に述べたように，多くの先進国で，製造業
の雇用シェアが大きく減少し，サービス業のシェ
アが高まっており，特に低賃金，低スキルのサー
ビス業務に従事する労働者が増えていることが観
察されている（Autor and Dorn 2013）。

Autor, Dorn, and Hanson （2013）, Autor et al. 
（2014） は，米国において，中国からの輸入増加
によって，特に中国からの輸入品と競合する産業
が集積する地域で，失業の増加や賃金低下がみら
れたという。Ebenstein et al. （2014）, Goos, Manning, 

and Salomons （2014）, Keller and Utar （2016） な
どは，オフショアリングや低賃金国からの輸入増
加により，製造業の定型業務に従事する中スキル
労働への需要が減り，これらの中スキル労働者が
製造業から低スキル低賃金のサービス産業に移っ
た可能性を指摘している。中スキルの定型業務は
もともと製造業に多く，グローバル化によって製
造業が縮小したことによりこれらの業務が減っ
て，中スキル労働者がサービス業への移動を余儀
なくされたことが，労働者間の賃金格差拡大に寄
与したという。

Ebenstein et al. （2014） は，1983 年 か ら 2002
年までの約 20 年間にわたる米国の労働者レベル
のデータを利用して分析を行い，輸入増の影響が
大きかった職種の労働者は，他の職種へ転職する
確率が高く，さらに転職後には約 12％賃金が低
下するとの結果を得ている。

ただし，Helpman （2016） もコメントしている
ように，中国との輸入競争が特定地域の雇用に大
きな影響を与えたとしても，やはり賃金格差への
影響は大きいといえない。上に述べたように，賃
金格差の要因は複雑で，輸入競争やオフショアリ
ングが単純に賃金格差を顕著に拡大したとは結論
づけられない。しかし，本稿の最初に述べたよう
に，米国や日本を含む多くの先進国で製造業の雇
用者数や雇用シェアが大きく減少し，非製造業へ
のシフトが進んでいることは紛れもない事実であ
る。グローバル化は，直接的・間接的に製造業か
らサービス業への産業構造変化を加速したといえ
るのではないだろうか。

米 国 に つ い て は，Autor, Dorn, and Hanson 
（2013） が，中国からの輸入増加は製造業雇用減
少の 4 分の 1 を説明すると推計している。また，
Acemoglu et al. （2016） は中国との輸入競争に
よって 1999 年から 2011 年までの間に 200 万〜
240 万人の製造業雇用が失われたと推計してい
る。日本については，Taniguchi （2017） が Autor, 
Dorn, and Hanson （2013） の分析手法にならい，
日本の都道府県別データを使って，中国からの輸
入が製造業雇用に与えた影響を分析しているが，
日本では中国からの輸入増は製造業雇用を増やす
方向に働いたとの結果を得ている。日本の場合，
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中国との間で工程間分業を行い，中国からの完成
品輸入が増加すると同時に中間財の中国への輸出
も行って，日本の製造業が中国の製造業と補完的
な役割を果たしてきたためと考えられる。

しかし，上述のように，1990 年代以降，製造
業従業者数は減少の一途をたどっている。1990
年から 2012 年までの期間に非製造業の従業者数
は約 7％増加したのに対し，製造業の従業者数は
33％減少している（JIP データベース 2015 による）。

この製造業雇用の大幅な減少は，どう説明され
るのだろうか。ほとんどの製造業業種において，
1990 年代以降ほとんどの年で離職者が入職者を
上回っている（厚生労働省『雇用動向調査』より）。
日本では，解雇や早期退職など雇用調整も行われ
たが，定年退職などで離職した労働者を完全に補
充せず，入職者数を抑制することによって徐々に
製造業雇用を減らしてきたといえよう。日本の場
合，工程間国際分業や中国からの中間財輸入が増
えた産業は，他の産業と比べて相対的に生産性を
高め，輸出も増やしてきた。しかし，比較的輸出
入の多い機械産業でも，2005 〜 2007 年あたりの
時期を除いて，離職者数が入職者数を上回ってい
る。つまり，輸入が増えた産業では，増えなかっ
た産業と比べて雇用の減少が少なかったというべ
きだろう。

こうした構造変化の背景にはさまざまな要因が
あるが，労働者数でみてサービス業へのシフトが
急速に進んでいる一つの説明として，「相対生産
性仮説」が挙げられる（Baily and Bosworth 2014）。
ある産業の労働生産性上昇率が他の産業のそれよ
りも大きい場合，その産業の生産物価格は下落し
需要が増加すると考えられる。しかし，もしその
産業の生産物の需要の価格弾力性や所得弾力性が
十分に大きくなければ，生産性上昇率よりも需要
の伸びが小さくなる可能性がある。労働生産性の
伸びに比して需要が十分に拡大しなければ，雇用
を減らし，需要の伸びに合わせて生産の伸びを抑
えることになる。製造業の生産性上昇が他の産業
の生産性上昇よりも相対的に大きく，かつ需要の
伸びが生産性上昇を下回った結果，製造業の雇用
は減少し，一国経済における製造業の雇用シェア
が低下することになる。グローバル化によって，

比較優位に基づいた生産特化が進み労働生産性が
大きく上昇したとすれば，「相対生産性仮説」で
説明されるように製造業雇用が減少することにな
る。

また，近年，多くの先進国で，製造業企業の
サービス化（製造業企業がサービス業務のシェアを
高めていること）が指摘されている。前節で，非
生産労働者へのシフトについては触れたが，同一
企業内，特に国際展開する多国籍企業内における
事業内容の再構築も進んでいると考えられる。
Bernard, Smeets, and Warzynski （2017） はデン
マークの企業について分析し，比較的小さいが生
産性が高く，輸入割合も高い企業が製造業から
サービス業へ転換している傾向が強く，こうした
産業の転換が 1997 年から 2007 年までの製造業雇
用減少の約半分を説明するとの結果を提出してい
る。Crozet and Milet （2017） によると，フラン
スの製造業企業のうち約 4 割はモノよりもサービ
スの売上の方が大きくなっているという。

日本については，Ito and Ikeuchi （2017） が日
本の事業所と企業を名寄せしたデータを用いて分
析し，企業が海外に子会社を設立して多国籍化し
た後で，国内のより定型的業務集約的な事業所を
閉鎖する傾向があるとの結果を得ている 14）。存
続事業所については，多国籍企業であるかどうか
にかかわらず，より非定型業務集約的な事業所の
方が雇用成長率が高い傾向が見られた。非定型業
務集約的な産業がすべてサービス業というわけで
はなく，多国籍化が製造業からサービス業へのシ
フトを促したとは強く言えないが，企業内の事業
構造変化に一定の影響を及ぼしたとはいえるだろ
う 15）。

製造業の生産性上昇を，グローバル化によるも
のと技術進歩によるものとに切り分けることは難
しく，グローバル化による影響のみを推計するこ
とは容易ではないが，グローバル化が製造業の相
対的な縮小という構造変化にある程度寄与したと
考えられる。
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Ⅳ　「ボーモル効果」とマクロ経済への
影響

では，こうした構造変化はマクロ経済にどのよ
うな影響を与えているのであろうか。グローバル
化が直接的に雇用や賃金に与えた影響は限定的で
あったかもしれない。しかし，間接的には産業構
造の変化を通じて，マクロの生産性上昇さらには
GDP 成長率にも影響を与えた可能性が指摘され
る。マクロの労働生産性の変化は，①各産業の生
産性上昇率（「純生産性要因」と呼ぼう），②産業ご
との名目付加価値のシェアによる影響（「ボーモ
ル効果」），③産業間の労働投入シェアの変化（「デ
ニソン効果」）の 3 つの要因に分解できる。「ボー
モル効果」は，生産性上昇率が高い産業の名目
シェアが上昇することによってマクロの生産性が
押し上げられる効果である。「デニソン効果」は，
生産性水準の高い産業に労働が移動することに
よってマクロの生産性が押し上げられる効果と
なっている。
「ボーモル効果」は前節で述べた「相対生産性

仮説」とも関連するもので，生産性が上昇するに
つれ，その産業への労働投入が減少し，その産業
が経済全体に占めるシェアが縮小していけば，や
がてマクロ生産性上昇率も下落する危険がある。

例えば，内閣府などで日本のマクロの労働生産
性上昇率を要因分解している。内閣府（2009）に
よると，ボーモル効果は 1980 年代まではプラス
の寄与が目立っていたものの，90 年代以降はマ
イナスに寄与する傾向が見られる。デニソン効果
も 80 年代まではプラス寄与が目立つが 90 年代に
入るとプラスとマイナスの寄与が交互に現れるよ
うな形になっているという。各産業内の純生産性
要因が重要であることは変わりないものの，産業
構造変化や労働移動がマクロ生産性を押し上げる
効果が 90 年代以降ほとんど消え去り，むしろマ
クロ生産性を押し下げているのである。さらに，
ボーモル効果やデニソン効果の業種別内訳をみる
と，特にグローバル化が進んだ電気・光学機械が
これらの効果をマイナス方向に押し下げている。

内閣府（2015）は 2001 〜 2011 年までのデータ

で同様な分析を行い，2000 年代以降もやはりボー
モル効果はマイナスの寄与であることを示してい
る。ただし，この期間のデニソン効果は小幅なが
らもプラスに寄与しており，低生産性水準の産業
から高生産性水準の産業へ労働がシフトしたこと
がマクロの生産性を押し上げる効果があったこと
を示している。デニソン効果の業種別の内訳をみ
ると，生産性が比較的高い製造業で労働投入が減
少したことは，依然としてマクロの生産性を押し
下げているが，対事業所サービスや情報通信など
で労働投入が増加したことがマクロの生産性にプ
ラスに寄与したという。

内閣府のこれらの分析結果などを踏まえると，
グローバル化は，積極的に国際展開を進めた産業
や企業の生産性を相対的に向上させたが，間接的
には生産性の伸びが大きい産業のシェアを縮小さ
せ，ボーモル効果を消滅させることにつながった
と考えられる。厚生労働省（2016）も同様な分析
結果を示しているが，それによれば 80 年代には
ボーモル効果がマクロの労働生産性上昇率のうち
11 〜 15％程度を説明する大きさであった。しか
し，その寄与が 90 年代にはマイナスとなり，
2000 年代にはほぼ消滅したことは，マクロの労
働生産性上昇に無視できない影響を与えたと考え
られる。

ボーモル効果のプラス寄与が 90 年代以降ほぼ
消滅したことは，日本だけの現象ではなく，他の
先進国でも同様の傾向が確認される（内閣府 2009, 
2015）。

図 2 は，日米の各産業における労働生産性成長
率と名目付加価値シェアを表している。図の第一
象限に位置する産業は，ボーモル効果をプラス方
向に押し上げている産業であり，第四象限に位置
する産業は，生産性が上昇しているのに名目付加
価値シェアが下がっているもので，ボーモル効果
をマイナス方向に押し下げている産業である。日
米ともに電子・光学機器などで生産性の向上ほど
には需要が伸びず，大きく名目付加価値シェアを
減 少 さ せ て い る。 上 に も 引 用 し た Baily and 
Bosworth （2014）は，米国の製造業で生産性の上
昇が顕著なのは電気・電子機器産業のみであり，
かつ同産業の輸出が伸びず国内の生産も伸び悩ん
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でいることに警鐘を鳴らしている。もし日本でも
この傾向が定着するのであれば，第一象限に位置
する産業を増やすべく，相対的に需要が拡大して
いる産業の生産性を上げていく必要がある。

一方，デニソン効果については，他の先進諸国
と比べて，日本では近年でもプラス寄与が大き
く，産業間の労働移動がマクロ労働生産性の上昇
に与えるプラスの寄与が大きかったとされる（内
閣府 2015; 厚生労働省 2016）。上に述べたように，
その要因として対事業所サービスや情報通信など
で労働投入が増加したことが挙げられている。こ
れらの産業の労働生産性の水準は他のサービス産
業と比べて比較的高いが，その上昇率は必ずしも
高くない。図 3 のように，日本の情報サービス，
専門サービス，保健・社会福祉などは，労働投入
が増えているが，労働生産性上昇率はマイナスと
なっている。それに対し，米国の情報サービスは
生産性成長率，労働投入量成長率ともに比較的高
く，米国経済の牽引役となっている。

深尾・池内・滝澤（2018）によると，サービス
の質を考慮しても，日本のサービス業の労働生産
性水準は米国の水準と比べて 4 割程度低いとい
う。近年労働投入が増えている情報サービスにつ
いても，日本の他のサービス業よりも比較的生産
性水準は高いものの，米国の同産業よりも 25％
程度低い。サービス産業の生産性向上が政策課題
に掲げられてから久しいが，これらの労働投入が
増加している産業の生産性を引き上げていくこと
は，マクロの経済成長に不可欠であり，喫緊の課
題である。

労働生産性の向上のためには，新しい技術・商
品・サービスの開発，生産方式や企業組織の見直
しによる効率化などさまざまな方法が考えられる
が 16），一つ米国との違いを指摘しておくと，無
形資産投資の大きさがある。図 4 は，2000 年か
ら 2010 年までの労働投入 1 時間あたり無形資産
ストックを示している。Corrado, Hulten, and 
Sichel （2009） に従い，無形資産を，1）情報化資
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図 2　労働生産性上昇率と名目付加価値シェアの変化（2000 〜 2014 年）価値
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産（ソフトウェア含む），2）革新的資産，3）経済
的競争力の 3 つに分類している。情報化資産の集
約度は，日米でほぼ同じスピードで増加してい
る。しかし，科学技術研究・製品開発関連資産や
著作権などを含む革新的資産の集約度は，日本の
伸びが米国と比べて緩やかである。さらに，ブラ
ンド資産，企業固有の人的資本，組織資本などを
含む経済的競争力に関連する資産の集約度は，日
本では低下している。日本について，業種別の違
いを見たものが図 5 である。経済的競争力に関す
る資産の集約度は，製造業以外の業種では低下し
ていること，その他サービス業では情報化資産集
約度も大きく下がっていることが分かる。

米国ではアマゾンやグーグルなど一部の情報通
信関連企業が巨額の研究開発投資を行っており，
それが産業全体の無形資産ストックを押し上げて
いる面もあるだろうが，日米の無形資産集約度推
移の差は顕著である。特に，労働投入量が増加し
ている情報サービスや専門サービスなどの分野で

将来の成長に向けた果敢な投資が必要であろう。
また，労働生産性が上昇を続けている製造業も，
経済的競争力に関連する投資が低迷すれば徐々に
競争力が低下，生産は減少していき，ボーモル効
果をマイナス方向に押し下げることになる。各産
業・企業において，将来の成長を見据えた積極的
な投資戦略が必要であろう。

Ⅴ　結　　論

本稿では，輸出入や海外生産，海外アウトソー
シングなど，グローバルな経済活動・取引の増加
が，国内の労働市場そしてマクロ経済全体にどの
ような影響を与えたかを，先行研究の結果に言及
しつつ論じた。前半では，雇用の総量・構成・賃
金格差などの問題をとりあげた。グローバル化が
特に低スキルや中スキルの定型的業務に従事する
労働者に対し，雇用や賃金面で負の影響を与えた
ことは多くの研究で確認されている。しかし，一
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図 3　労働生産性上昇率と労働投入量成長率（2000 〜 2014 年）
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国経済全体の雇用や賃金の変化の大きさと比べ
て，グローバル化の直接的な影響は限定的であっ
たという見方が学会の通説となっている。

後半では，グローバル化が産業構造変化を通じ
て，一国経済全体にどのような影響を与えたかに
ついて，マクロの生産性への影響を中心に考察し
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図 4　労働投入 1時間あたり無形資産ストックの変化（2000 〜 2010 年）

図 5　2010 年における労働投入 1時間あたり無形資産ストック（2000 年＝ 100）
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た。日本を含む多くの先進国で，生産性上昇率の
比較的高い製造業から，低上昇率のサービス業へ
と労働がシフトし，結果的にマクロの労働生産性
成長率を押し下げていることが観察されている。
一方，多くの先行研究で，グローバル化は，産業
内・企業内で生産性向上など正の影響をもたらし
ていることも確認されている。グローバル化が進
んだ産業での生産性上昇は当該産業の需要を増や
すと期待されるものの，生産性上昇ほどに需要が
伸びなかった場合は，結果的に当該産業の雇用を
減少させることになる。

つまり，グローバル化による生産性上昇が，間
接的に産業構造変化につながったといえよう。も
ちろん，製造業の労働生産性上昇率が比較的高い
のは，技術進歩の影響も大きく，工程間国際分業
などの影響だけではない。しかし，技術進歩とグ
ローバル化の影響で労働生産性が大きく上昇した
電気・電子・光学機器などの産業で，生産性上昇
ほどに需要が伸びず，結果的にこれらの産業の一
国経済全体における雇用や名目付加価値シェアが
低下した。

マクロの生産性向上のためには，需要や労働投
入量が拡大している，情報サービス，専門サービ
ス，保健・社会福祉などの産業の生産性を向上さ
せていくことが重要となる。日本では，情報や専
門サービス産業の生産性は他のサービス産業より
も比較的労働生産性水準が高いが，その上昇率が
十分に高いとはいえない。たとえば，米国と比較
すると，これら産業を含む日本の産業の無形資産
集約度の伸びは格段に小さい。有形・無形の資産
への投資を積極化し，将来の生産性向上に向けた
大胆な戦略がなければ，マクロの生産性向上は望
めない。グローバル化が各労働者の雇用や賃金に
直接的に与える影響は限定的だとの見方が強い
中，グローバル化を否定的に考えるのではなく，
グローバルな市場を見据えた積極的投資が必要で
あろう。特に，技術進歩や貿易障壁の低下によっ
て，これまで非貿易財として扱われてきたサービ
スの貿易可能性が高まっている。サービス産業の
生産性向上は長年の課題ではあるものの，ここで
再度，その重要性を強調したい。

＊ 本稿の一部は，JSPS 科研費 JP15K03456 の助成を受けた研
究をもとに作成されている。

 1）米国で製造業労働者数が急減しはじめるのは 2000 年代以
降である（Baily and Bosworth 2014）。

 2）例えば，UNCTAD （2013） によると，多国籍企業による
国際的な生産ネットワークにおける貿易が世界貿易全体の約
80％を占めるという。

 3）他企業から中間財・サービスを調達することをアウトソー
シングといい，自社拠点または関連企業から中間財・サービ
スを調達することをインソーシングというが，海外の他企業
または自社・関連企業から調達する場合，それぞれ，オフ
ショア・アウトソーシング，オフショア・インソーシングと
いう。そこで，直接投資によって海外に設置した生産拠点か
ら中間財・サービスを調達することと，海外の他社から中間
財・サービスを調達することを合わせて，オフショアリング
とよぶ。

 4）Wagner （2011）によると，多くの先行研究で海外直接投
資が国内雇用に与える影響は統計的に有意でないが，正の効
果をもつケースがいくつか確認されている。

 5）Kambayashi and Kiyota （2015） も日本について同様な枠
組みで分析しているが，彼らの結果からも，日本の親会社の
国内雇用と海外子会社の雇用が代替的とはいえないとの結果
を得ている。

 6）「熟練労働」とは，多くの研究において，大卒など高学歴
労働者と定義したり，または非生産部門で働く労働者と定義
したり，または専門的・技術的職業従事者と定義したりされ
ている。

 7）Ito and Fukao （2005） によると，1988 〜 2002 年の期間で
製造業における熟練労働シェアは 5.21% から 6.21% まで上昇
したが，そのシェア上昇分の半分弱，約 45 % がアジアとの
産業内国際分業の進展によって説明できるとしている。Ahn 
et al. （2008） や Yamashita （2008） なども特に東アジアから
の中間財輸入の増加が熟練労働シフトをもたらしていること
を示している。Kiyota and Maruyama （2017） もオフショア
リングの拡大は高スキル労働者の需要拡大につながっている
と結論づけている。

 8）Tanaka （2012） は製造業企業で海外直接投資開始後に派
遣労働者の比率が高まる傾向を見出している。ただし，製造
業・非製造業企業ともに，海外直接投資後に国内雇用が減少
するという結果は得られず，むしろ増加するという結果で
あった。

 9）The World Wealth and Income Database （WID）, http://
wid.world/ など参照。また，Goldberg and Pavcnik （2007） 
などが，貿易自由化に伴って途上国でも所得格差が拡大して
いることを示している。

10）Endoh （2018） も企業と労働者のデータを接合して分析し，
輸入競争やオフショアリングは熟練労働者の賃金を相対的に
上げる効果があったとの結果を得ている。

11）日本の所得格差については，学歴間の格差よりも，人口高
齢化の要因や，正規と非正規労働者間の格差の要因の方が大
きいという指摘もある。賃金格差自体の拡大よりも，もとも
と所得格差の大きかった高齢者の人口に占める割合が上昇し
たことや，また非正規労働者の割合が増加したことが，一国
全体の所得格差の拡大につながったと説明されている。

12）日本については，データの制約もあり，グローバル化とタ
スク別労働需要の詳細な分析は筆者の知る限り存在しない
が，Tomiura, Wakasugi, and Zhu （2014）がファクター・コ
ンテントの考え方に基づいて，貿易に体化された職種別労働
投入量を計測している。彼らの分析によると，1995 〜 2005
年の間に，特に定型業務の純輸出が大きく減少したという。
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一方，池永（2009）は，情報技術関連資本の導入が業務の二
極化と関連していることを確認している。

13）Baumgarten, Geishecker, and Görg （2013） もドイツのデー
タを用いて同様な結論を導いており，グローバル化の影響は
スキルタイプのみならず，海外移転しやすい業務に従事して
いるかによっても異なるとしている。

14）Simpson （2012） はイギリス企業について，低賃金国に直
接投資している企業はより低スキル集約的な産業の事業所を
閉鎖する傾向があることを見出している。

15）平成 21 年と平成 26 年の『経済センサス基礎調査』による
と，第 1 順位産業が製造業に属する企業のうち約 6 〜 7％の
企業が，第 2 順位産業に属する従業者が，企業の従業者総数
の 10 % を超えると回答している。こうした企業のうち，第
2 順位産業が製造業以外の産業となっている企業の割合は高
まってきており，製造業企業のサービス化が進みつつあるこ
とを示唆している。

16）経済産業省（2017）は日本の企業レベルのデータを用いて
ボーモル効果を分析しているが，市場占有率が高く，1 人当
たりの研究開発費やソフトウェア資産，輸出額が大きい企業
で，生産性上昇と雇用増加を同時達成しており，こうした要
因が負のボーモル効果抑制に重要であるとしている。
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